
 

（１）耐震化の現状 
○住宅は、耐震性不足が約3.4万戸残っており、耐震化率は、平成28年に定めた目標8９％に達していない。 
○建築物は、耐震性不足の特定既存不適格建築物が460棟あり、引き続き耐震化の促進が必要。 

区分 
 令和２年度（現状） 前計画の目標 

総数 耐震性不足 耐震化率 耐震化率 

住宅 220,000戸 34,000戸 85％ 89％ 

特定既存耐震不適格建築物（※１） 2,680棟 460棟 83％ 90％ 
 （うち、県有施設） 270棟 2棟 97％ 100％ 

   ※１ 多数の者が利用する３階かつ床面積1,000㎡以上の建築物等 

（２）耐震化の目標 
  ① 住宅 

○令和７年度に、耐震化率92％を目標とし、国計画同様に令和１２年度には耐震性を有しない住宅の概ね解消を目指す。  

区分 
前計画改定時 現状 計画期間目標値 最終目標値 

平成27年度 令和2年度 令和7年度 令和12年度 

住宅 
県 78％ 85％ 92％ 概ね解消 

国（参考） 82％（H25） 87％（H30） 95％ 概ね解消 

 
  ② 建築物 

○民間建築物の今後の計画等の実情を踏まえ、令和７年度に耐震化率85％（23施設）を目標とする。 

区分 
前計画改定時 現状 計画期間目標値 

平成27年度 令和2年度 令和7年度 

耐震診断義務付け建築物(※２) 26％（7施設） 70％（１９施設） 85％（23施設） 

 （うち、県有施設） 66％ 66％ 概ね解消 

国（参考） ― 74％ 概ね解消 

    建築物耐の震化率は、国が特定既存不適格建築物から耐震診断義務付け建築物に変更したことに伴い県計画も同様に見直した。 

※２ 多数の者が利用する３階かつ床面積5,000㎡以上の建築物等で鳥取県は「27施設」を対象建築物としている 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥取県耐震改修促進計画（令和 3 年度〜令和 7 年度） 概要版 

 

１ 計画の概要 
（１）目的 

○建築物の耐震化を促進し、地震による建築物の倒壊等の被害から県民の生命と 
財産を守る。 

（２）位置付け 
○耐震改修促進法第5条第1項に基づき、国の基本方針を踏まえて策定する建築物

の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための計画。 
○鳥取県持続可能な住生活環境基本計画、鳥取県国土強靭化地域計画等の関連計

画との整合。 

（３）計画期間 
   ○令和3年度から令和7年度（5年間）  

２ 建築物の耐震化に関する目標等 

3 耐震化の基本方針等 

 

（１）基本方針 
○所有者等が耐震化に取組み（自助）、地域で助け合う取組み（共

助）に対して、耐震化の費用負担軽減・技術支援、施設整備など
の施策（公助）に取組む。 

（２）役割分担 
○県、市町村、県民及び建築関係団体は、役割を分担(※)して効率

的に取り組むことで、住宅・建築物の耐震化を促進する。 
＜※役割分担の概要＞ 

県民：自発的かつ積極的に耐震化に努める。 

地方公共団体：耐震化の実施の阻害要因となっている課題の解決。 

地域：住民への防災知識の普及啓発等を実施。 

建築関係団体：耐震化の促進を技術的な側面からサポート。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（４）コンクリートブロック塀の撤去・改修 
○市町村と協調してコンクリートブロック塀の撤去・軽量

な塀等へ改修する費用を支援する。 

○木塀の普及により、安全性を向上させるとともに県産

材利用の促進、良好な景観形成を推進する。 

4 新たに取り組む耐震化の施策 

 

（４）中規模県有施設(※)の耐震化 
○耐震化が未済の中規模県有施設は、施設の集約、廃止を検討した上

で、耐震改修又は建替え等の整備計画を策定し、耐震化を促進する。 
※多数の者が利用する重要度の高い施設で床面積２００㎡以上の非木造建築物 

5 既存の耐震化施策の充実 

（５）屋根瓦の耐震対策 
○瓦工事業組合等と連携して屋根瓦の軽量化、耐震改

修の普及啓発を行うとともに、瓦工事施工者、設計者

向けに研修会を開催し、屋根瓦ガイドライン工法の周

知及び技術力向上を図る。 

〇市町村と協調して土葺き屋根瓦及び住宅耐震改修と

一体的に行う屋根瓦の耐震化を支援する。 

 

＜コンクリートブロック塀から木塀への改修＞ 

 

（１）住宅耐震化支援事業の拡充 
○耐震改修を段階的に行う工事、地震で倒壊しても安全な空間を確保できる耐震シェルターの整備費用に対する補助に

ついて、市町村と協調して取組みを行う。 

（２）無料診断の促進及び低コスト耐震改修工法の普及 
○所有者が行う無料耐震診断の手続きの簡素化を図る。 

○低コスト工法用耐震診断ソフトの診断結果・改修案・概算費

用の分析、検証しスキルアップ研修を行う。 

○低コスト工法を採用した耐震改修工事の見学会等の周知・

普及啓発を強化する。 

（３）建築物の耐震化 
○所有者等向けの補助制度、耐震化啓発のパンフレット・ポスターを作成し、市

町村と連携してダイレクトメール・アンケートにより耐震化を働きかける。 

（１）総合支援メニューによる耐震化 
○所有者へのダイレクトメール・戸別訪問など市町村による耐震診断受診の働きかけを強化する。 

○耐震診断結果の報告に併せ、建築士により概算工事費、補助制度を説明、耐震改修の啓発を行う。 

○木造住宅耐震化業者、施工実績の情報提供など所有者が業者を選択しやすい環境を整備する。 

○市町村と連携して、PDCAサイクルにより住宅耐震化の進捗管理を行う。 

 

（２）耐震改修費⽤の負担軽減 
○所有者が工事費から補助金額を差し引いた額の資

金を用意すればよい代理受領制度等の導入を促進

することにより所有者の負担軽減を図る。 
 

（３）省エネ住宅改修に合わせた耐震改修 
○断熱と耐震の性能向上を一体的に行う住宅リフォーム・全面改修

について、健康省エネ住宅改修（Re-NEST）に取組む事業者と連

携して普及・促進を図る。 

○耐震改修と併せて省エネ改修を行う所有者に対し省エネ改修工事

費を加算して支援する。 耐震化             省エネ化 

 

＜低コスト耐震改修工法の事例＞ 
（左︓筋交設置・右︓外壁にターンバックル設置） 

 

＜耐震化未了となっている残り施設の今後方針＞ 

・代理受領制度：耐震化の請負業者が市町村から補助金を

受領できる制度 

・請求書払い：請求書により補助金を支給して、請負業者

への支払いに充当できる制度 


